
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令 和 四 年 度 事 業 報 告 書

」主i壁」奎墾1二!動上∠生LL皿二L型L上回 l

1 事業の成果

令和四年度は、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、山梨県、静岡県、岩手県、大阪府の 8地域で活動を実施

した。アスリー トやスポーツチームと連携し、世田谷区内の特別支援学校で定期的にスポーツ活動の実施、ま

た山梨県で宿泊を伴 う難病児のスポーツキャンプや地域社会で長期療養生活を送るこどもときょうだい向け

のスポーツイベン トを開催した。さらに、昨年に引き続き入院治療中のこども向けのオンライン交流事業も継

続的に実施している。長期療養児のお子さんのスポーツチーム入団事業では、千葉ロッテマリーンズや湘南ベ

ルマーレ、慶應義塾体育会野球部等、合計 7チームと活動を実施し、計 10家族の入団活動の企画・運営を行

った。今年は学生インターンプログラムを開発し、スポーツを通じて社会に機会創出をする人材育成を目的に

合計 10名 の学生を受入れ、プログラムを実施した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【11,898】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

国内外でのアウト

リーチスポーツ

プログラム事業

スポーツ施設を保有す

る宿泊施設と連携し、

宿泊を伴うスポーツキ

ャンプの実施、および

日本財団パラアリーナ

や特別支援学校にて長

期療養中のこどもと家

族向けのスポーツ活動

の提供

通年

合計 9回
東京都

山梨県

累計

165名

長期療養

中のこど

もとご家

族

累計

129名
4,551

国内外の NPOと

連携したスポーツ・

レクレーション事

業

スポーツチームの入団

を通じて長期療養中の

こどもの自立支援、お

よびコミュニティを創

出する活動の提供

通年

合計 83回

神奈川県

埼玉県

千葉県

大阪府

岩手県

静岡県

合計

71名

長期療養

中のこど

もとご家

族

合計

41名
6,232

病気、障がい、

社会の多様性

(Diversity) ´ヽσ)

理解を促進する

イベント企画・

ア ドボカシー事業

長期療養中のこどもや

ご家族が抱える課題ヘ

の理解促進を目的とし

たスポーツ・交流

イベントの企画および

開催

通年

合計 1回
東京都

合計

14名

長期療養

中のこど

もとご家

族、友人、

関東圏内

に在住す

る市民

合計

21名
21



小児慢性疾患児 。障

がい児向けのスポ
ーーツ・レクレーーショ

ン活動を指導する

人財育成事業

大学生または市民向け

に病気や障害のある個

人ヘスポーツプログラ
ムの提供 。指導する人

材を育成する講習の実

施

通年

合計 8回

東京都

神奈川県

千葉県

埼玉県

合計

6名

関東圏内

に在住、

また大学

に通学す

る大学生

合計
10名

1,093

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定
事業内容 日日寺 場所

従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第28条関係)

令和四年度 活動計算書 (その他事業が上登場合 )
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  B● ing ALIVE Jaぃ ●1

科 目 金  額 小計・合計

経 常 収 益

1 受取会費
1_会 iti取 会費

,十助会員受取会マ7

:             218 000

.1● ||(口 ,(〕
:

1｀ (●

")i

4,138,

(1)国内外でのアウトリーチスポーツプログラム事業収益

(2)国内外のNPOと 連携 したスポーツ・ レクレーション事業収益

(3)病気、障がい、社会の多様性 (Diversity)への 1理解を促進する

イベント企画・ア ドボカンー事業収益

(4)小児慢性疾患 児・障がい児向けのスポーツ・ レクレーション活動を指導する
人財育成事業収益

役員報酬

雑給

法定福利費

(1) 4.845.

会議費

旅費交通費

消耗什器備品費

広告宣伝費

減価償却費

交際費

新聞図書費

地代家賃

賃借料

保険料

印刷費

謝金

委託費

修繕費

レンタル料

支払手数料

通信運|,,費

(2) 7.052.

Fp刷 費

組税公課

通信運搬費

地代家賃

旅費交通費

修繕費

新聞図書費

支払手数料

減価償却費

消耗什器備品費

(2)

2 受取寄附金
・■11又寄附金

11.355.61.

3 受取助成金等
受取助成金

5 その他の収益
,1,411コ

12

125:

372,00,

役員報酬

雑給

164.72

特別損失 (前期損益修正損)

法人税.住民税及び事業税 ・・・④



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和四年度 貸借対照表
特定非営利活動法人   Being ALIVE Japan

事 業 報 告 用

科 目 金  額    :   小計・合計

18,170,853

99,330

250,000

18,520,183

18,520,183

104,790

104,790

104 790

【A】 資 産 の 部

18,624,973【A】 資 産 合 計 ①+②

1,197,997

1,138,380

59,617

1,197,997

【B-1 の

負 債 合 計 ③+④ 1.197.997

14,089,615

3,337,361

17,426,976

の【B-2】 正

正 味 財 産 合 計

18,624,973【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

(2)無形固定資産

(3)投資その他の資産

2

現金預金

前払費用

未収入金

(¬ )有形固定資産
工具器具備品

2

1

未払金

頂り金



法 28

令和四年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

豊定主営利二動法人  Belng ALIVE Japan

重要な会計方針

計算書類の作成は、 NPO会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法 人会計基準協議会)に よっています。

(1)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産・・・定率法 (建物は定額法)によっています。
無形固定資産・・・定額法によっています。

(2)消費税等の会計処理
税込方式によっています。

2  事業別損益の状況

禾斗目

国内外でのア

ウトリーチス

ポーツプログ

ラム事業

国内外のNP0

と連携 したス

ポーツレク

レーション事

イベン ト企業・

ア ドポカシー事

業

人材育成事

業
事業部門計 管理部門 合計

3,151,080

3,138,017

61,000

62

18,000

7,588,594 22,500 250,000

1,000,000

18,000

11,012,174

4,138,017

61,000

62

218,000

11,355,614

4,138,017

61,000

125

6,350,159 7,606,594 22.500 1,250,000 15,229,253 543,503 15,772,756

440,000

281

159,000

3,250,000

572,130

6,000

118,200

300,000 3,990,000

572,411

165,000

118,200

210,000

162,000

0

0

4,200,000

572,411

327,000

118,200

4.845,611 372,000 5.217.611599,281 3,946,330 300,000

I 経常収益
1 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費
役員報酬

法定福利費

雑給

通勤交通費

人件費計
(2)その他経費
会議費

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

広告宣伝費

交際費

修繕費

新聞図書費

諸会費

支払手数料

地代家賃

租税公課

賃借料

保険料
レンタル料

印刷費

謝金

委託費

雑費

638,646

346,395

192,967

99,550

872,918

171,739

278,120

152,944

145,860

38,779

388,000

536,167

38,422

29,165

16,500

5,950

10,403

681,588

5,874

7,112

128,588

2,376

136,183

1,135,200

7,810

13,000

127,123

470

30,000

1,604

1,763

18,000

91,199

297,524

2,832

30,067

110,420

30,000

206,652

15,070

9,530

741,852

1,325,507

201,673

99,550

910,097

410,747

2,376

16,500

6,420

278,120

170,284

158,860

165,902

436,000

772,819

38,422

44,000

5,420

13,200

8,800

56,760

500

435

1,090

3,980

5,240

25,300

0

741,852

1,326,597

205,653

104,790

935,397

410,747

2,376

60,500

11,840

13,200

190,981

1,191,960

500

278,120

170,284

158,860

166,337

436,000

772,819

38,422

7.217.2353,952,122 2,285,727 21,367 793,294 7,052,510 164,725

4.551,403 6,232,057 21,367 1,093,294 11,898,121 536,725 12,434,846

3.337.910

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 1,798,756 1,374,537 1,133 156,706 3,331,132 6,778

549 549当期経常外増減額

1,798,756 1,374,537 1,133 156,706 3.331,132 6,229 3,337,361当期増減額



内容 金額 算定方法

特になし

4

3. 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は17,426,976円 であり、そのうち使途が特定されているものはありません。

5. 固定資産の増減内訳

6. 借入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

8. 
その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

・事業費と管理費の按分方法

従事時間数により役員報酬、地代家賃、減価償却費の 5%と 雑給のうち経理担当者相当分を管理費に按分しています。

。その他の事業に係る資産の状況

その他の事業は行っておりません。

科 日 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償去11累 計額 期末帳簿価額

209,580 209,580 104,790

0

104,790

209.580 104,790 104,790209,580

有形固定資産

什器備品

パソコン

無形固定資産

投資その他の資産

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

計算書類に

計 Lさ れた

金額

内、役員と

の取引

内、近親者

及び支配法

人との取引

科 目

4,200,000 4,200,000

4,200,000 4,200,000

1,138,380 359,850

1,138,380 359,850

(活動計算書)

役員報酬

活動計算書計

(貸借対照表)

未払金

貸借対照表計



書式第 17号 (法第28条関係)

令和四年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 Being ALiVE Japan

科 目 金   額 小  計  : 合  計
の

1

現金預金

手元現金

りそな銀行普通預金

ゆ うちょ銀行

前払費用

事務所家賃 4月 分

事務所オフィス利用保証料 4月 分

電通育失会

(1)有形固定資産
|1器備品

(2)無形固

(3)

122,463

16,550,370

1,498,020

94,600

4,730

18, 170,853

330:

250,000

250.()00

:  18 520 183

104,790

104.790

:  104,790

【A】 資 産 合 計 ①+② 18.624,973

-1 の

1

未払金

3月 分給与

アメリカン・エクスプレス

その他

預 り金

源泉徴収税

3月 分住民税

1,138.380

371.400

529,671

237.309

59,617

42,617

1,197.997

0

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 1.19フ ,997

【8-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 17.426.976

【́



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和四年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特主主菫利活動法人__壁上監旦型重型翌m_

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1
監事

キタノ ハナコ 令和 4年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

令和 4年

令和 5年

4月  1日

3月 31日北野 華子

2 監事

ハシモト オキト 令和 4年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年橋本 興人

3 監事

コモリ ユウタ 令和 4年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日小森 雄太

4 監事
ホンタ
゛
マナミ 令和 4年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

年   月 日

日年 月本田 真美

b 監事

オオクホ
゛
リュウカ 令和4年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日大久保 柳華

6 理

カトウ ユキヨ 令和 4年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日加藤 幸子

7 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

8 理事・監事
年  月 日

日年 月

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年 月 日

10 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

些主主菫型二重星塁生_壁_l里二Ll二三二型 n

氏    名

1 北野 華子

2 本田 真美

3 小森 雄太

4 橋本 興人

5 大久保 柳華

6 照井 敬子

7 吉澤 靖博

8 加藤 幸子

9 山下 知美

10 中島 雅子

11 北野 則子

12


